
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業主が講ずべき措置の内容については、指針において、次のように定められています。 

１１１１    事業主事業主事業主事業主のののの方針方針方針方針のののの明確化及明確化及明確化及明確化及びそのびそのびそのびその周知周知周知周知・・・・啓発啓発啓発啓発 

① 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの内容などを管理・監督者を含む労働者に周

知・啓発すること。 

② 当該当該当該当該ハラスメントのハラスメントのハラスメントのハラスメントの行為者行為者行為者行為者についてはについてはについてはについては、、、、厳正厳正厳正厳正にににに対処対処対処対処するするするする旨旨旨旨のののの方針方針方針方針・・・・対処対処対処対処のののの内容内容内容内容をををを就業規則等就業規則等就業規則等就業規則等

のののの文書文書文書文書にににに規定規定規定規定し、管理・監督者を含む労働者に周知・啓発すること。 

２２２２    相談相談相談相談（（（（苦情苦情苦情苦情をををを含含含含むむむむ））））にににに応応応応じじじじ、、、、適切適切適切適切にににに対応対応対応対応するためにするためにするためにするために必要必要必要必要なななな体制体制体制体制のののの整備整備整備整備    

③ 相談窓口をあらかじめ定めること。 

④ 相談窓口担当者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。 

・望ましい取組み：その他のハラスメントの相談窓口と一体的に相談窓口を設置し、相談も一元的に受け付ける

体制を整備すること。……既存のセクハラの事例に関する相談窓口に、妊娠・出産・育児休業等に関するハラ

スメントの事例を組み入れれば合理的。 

３３３３    職場職場職場職場におけるハラスメントへのにおけるハラスメントへのにおけるハラスメントへのにおけるハラスメントへの事後事後事後事後のののの迅速迅速迅速迅速かつかつかつかつ適切適切適切適切なななな対応対応対応対応    

⑤ 事実関係を迅速かつ正確に確認すること。 

⑥ 事実確認ができた場合には、速やかに被害者に対する配慮の措置を適正に行うこと。 

⑦ 事実確認ができた場合には、行為者に対する措置を適正に行うこと。 

⑧ 再発防止に向けた措置を講ずること。（事実確認ができなかった場合も同様） 

４４４４    職場職場職場職場におけるハラスメントのにおけるハラスメントのにおけるハラスメントのにおけるハラスメントの原因原因原因原因やややや背景背景背景背景となるとなるとなるとなる要因要因要因要因をををを解消解消解消解消するためのするためのするためのするための措置措置措置措置    

⑨ 業務体制の整備など、事業主や妊娠等した労働者その他の労働者の実情に応じ、必要な

措置を講ずること。 

・望ましい取組み：労働者の側においても、制度等の利用ができるという知識を持つことや、周囲と円滑なコミ

ュニケーションを図りながら自身の制度の利用状況等に応じて適切に業務を遂行していくという意識を持つ

こと等を周知・啓発すること。 

５５５５    上記上記上記上記①①①①～～～～⑨の⑨の⑨の⑨の措置措置措置措置とととと併併併併せてせてせてせて講講講講ずべきずべきずべきずべき措置措置措置措置    

⑩ 相談者・行為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、労働者に周知すること。 

⑪ 相談したこと、事実関係の確認に協力したこと等を理由として不利益な取扱いを行ってはならない旨を定め、労働者

に周知・啓発すること。 
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マタハラのマタハラのマタハラのマタハラの防止措置防止措置防止措置防止措置をををを事業主事業主事業主事業主にににに義務付義務付義務付義務付けけけけ（（（（防止措置防止措置防止措置防止措置のののの内容内容内容内容））））    
トピックストピックストピックストピックス    

いわゆるマタハラのいわゆるマタハラのいわゆるマタハラのいわゆるマタハラの防止措置防止措置防止措置防止措置のののの内容内容内容内容 

ポイントはポイントはポイントはポイントは、、、、就業規則就業規則就業規則就業規則（（（（分割分割分割分割してしてしてして育児育児育児育児・・・・介護休業規程介護休業規程介護休業規程介護休業規程をををを定定定定めているめているめているめている場合場合場合場合、、、、そのそのそのその規程規程規程規程をををを含含含含むむむむ。）。）。）。）へのへのへのへの規定規定規定規定ですですですです。。。。

そのそのそのその上上上上でででで、、、、必要事項必要事項必要事項必要事項のののの周知周知周知周知・・・・啓発啓発啓発啓発をををを行行行行うううう必要必要必要必要がありますがありますがありますがあります。。。。    

就業規則等就業規則等就業規則等就業規則等のののの整備整備整備整備がががが必要必要必要必要となりますがとなりますがとなりますがとなりますが、、、、有効有効有効有効なななな対策対策対策対策・・・・規定方法規定方法規定方法規定方法はははは会社会社会社会社ごとにごとにごとにごとに異異異異なりますのでなりますのでなりますのでなりますので、、、、法律法律法律法律のののの内容内容内容内容にににに

沿沿沿沿ってってってって、、、、会社会社会社会社のののの実情実情実情実情をををを踏踏踏踏まえたまえたまえたまえた対応対応対応対応をとればよいとをとればよいとをとればよいとをとればよいと思思思思いますいますいますいます。。。。是非是非是非是非、、、、ごごごご相談相談相談相談くださいくださいくださいください。。。。    

    

平成 29 年 1 月から実施される、いわゆるマタハラを防止するための措置を

事業主に義務付ける規定について、防止措置の内容などを紹介します。 

（男女雇用機会均等法、育児・介護休業法の改正） 



あとがきあとがきあとがきあとがき◆◆◆◆つちはしつちはしつちはしつちはし事務所事務所事務所事務所よりよりよりより 

☆ 年が明けて 1 月 1 日からは、雇用保険法の改正により 65 歳以上の従業員さんの雇用保険の加入手続きが新

たに必要となります。また、育児介護休業法育児介護休業法育児介護休業法育児介護休業法のののの改正改正改正改正もももも 1111 月月月月 1111 日日日日よりよりよりより施行施行施行施行されますのでされますのでされますのでされますので、、、、育児介護休業規程育児介護休業規程育児介護休業規程育児介護休業規程のののの改訂改訂改訂改訂

もももも必要必要必要必要となります。こちらの改訂手続きについては、先にファックスにてご案内しております。年の瀬の慌ただしい

時期にお手間がかからないように、改正法改正法改正法改正法にににに適合適合適合適合したしたしたした育児介護休業規程育児介護休業規程育児介護休業規程育児介護休業規程にににに加加加加ええええ必要必要必要必要なななな文書文書文書文書類類類類をををを一式一式一式一式パッケージパッケージパッケージパッケージ

にしてご提供いたします。必要なお客様はファックスにて、お申込みをお願いいたします。 

☆ 先月 11 月 29 日火曜日、つちはし事務所が事務局を務める「介護ナビとくしま」が企画した第 1 回目のイベント 

「「「「介護介護介護介護フェスタフェスタフェスタフェスタ in in in in 徳島徳島徳島徳島」」」」がががが開開開開かれかれかれかれ、、、、介護事業所介護事業所介護事業所介護事業所のののの経営者経営者経営者経営者のののの方方方方などなどなどなど 250250250250 人人人人にににに参加参加参加参加いただきました。これも、30 社

以上の協賛企業の皆様と、「介護ナビとくしま」に参加いただいている 15 社の実行委員の皆様、そして全面的に

バックアップして下さっている徳島新聞ネクスト様のお蔭です。皆様、本当にありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

●●●●雇用保険雇用保険雇用保険雇用保険のののの適用適用適用適用のののの拡大拡大拡大拡大    〔〔〔〔雇用保険法雇用保険法雇用保険法雇用保険法、、、、労働保険料徴収法関係労働保険料徴収法関係労働保険料徴収法関係労働保険料徴収法関係〕〕〕〕 

改正の趣旨➡雇用者数、求職者数が増加傾向にある 65 歳以上の高年齢者について、生涯現役 

社会実現の観点から、雇用が一層推進されるよう雇用保険の適用を拡大する。 

 

    改正前改正前改正前改正前（（（（現行現行現行現行））））        

○ 65 歳以降に雇用された者は雇用保険の適用除外とする。 

○ 同一の事業主の適用事業に 65 歳前から引き続いて雇用されている者のみ、 

高年齢継続被保険者として雇用保険を適用し、離職して求職活動をする場合に高年齢求職者給付金 

（賃金の 50～80％の最大 50 日分）を１度だけ支給する。 

○ 64 歳以上の者については、雇用保険料の徴収を免除。 

    改正後改正後改正後改正後        

平成平成平成平成 29292929 年年年年 1111 月月月月～～～～    

○ 65656565 歳以降歳以降歳以降歳以降にににに雇用雇用雇用雇用されたされたされたされた者者者者についてもについてもについてもについても、、、、高年齢被保険者高年齢被保険者高年齢被保険者高年齢被保険者としてとしてとしてとして雇用保険雇用保険雇用保険雇用保険をををを適用適用適用適用し、離職して求職活動 

する都度、高年齢求職者給付金を支給する（支給要件・内容は現行のものと同様。年金と併給可）。 

平成 29 年１月１日以降に新たに 65 歳以上の労働者を雇用した場合 

雇用保険の適用要件に該当する場合は、ハローワークに「資格取得届」を提出。 

平成 28 年 12 月末までに 65 歳以上の労働者を雇用し平成 29 年１月１日以降も継続雇用している場合 

適用要件に該当する場合は、平成平成平成平成 29292929 年年年年 3333 月月月月 31313131 日日日日までにまでにまでにまでに「「「「資格取得届資格取得届資格取得届資格取得届」」」」をををを提提提提出出出出(適用は 1 月 1 日から)。 

平成 28 年 12月末時点で高年齢継続被保険者の者を平成 29 年１月１日以降も継続雇用している場合 

ハローワークへの届出は不要（自動的に高年齢被保険者に被保険者区分が変更されます）。 

○ さらに、介護休業給付介護休業給付介護休業給付介護休業給付、、、、教育訓練給付等教育訓練給付等教育訓練給付等教育訓練給付等についてもについてもについてもについても、、、、新新新新たにたにたにたに 65656565 歳以上歳以上歳以上歳以上のののの者者者者をををを対象対象対象対象とする。 

平成平成平成平成 32323232 年年年年４４４４月月月月～～～～        ○ 雇用保険料雇用保険料雇用保険料雇用保険料のののの徴収免除徴収免除徴収免除徴収免除をををを廃止廃止廃止廃止してしてしてして原則原則原則原則どおりどおりどおりどおり徴収徴収徴収徴収する。 

 

    

 

 

 

    

    

    

    

    

 

平成平成平成平成 29292929 年年年年１１１１月１１１１日よりよりよりより 65656565 歳以上歳以上歳以上歳以上のののの方方方方もももも雇用保険雇用保険雇用保険雇用保険のののの適用対象適用対象適用対象適用対象にににに    直前トピック

今回は、直前に迫った雇用保険の適用拡大を再度おさらいします。 

 

雇用保険雇用保険雇用保険雇用保険のののの適用適用適用適用のののの拡大拡大拡大拡大 

発行：つちはし社会保険労務士事務所 TEL 088-611-5558 FAX 088-611-5580 

現在、雇用されている65歳以上の従業員さんで、入社時にすでに65歳以上だったため

雇用保険の加入手続きをしていない方については、来年1月1日から新たに雇用保険の被

保険者となるため、資格取得届を提出する必要があります。65歳以上の方で週20時間以

上働いている雇用保険の適用要件該当者がいれば、弊所までご連絡をお願いいたします。 


